
平成３０年春季 福島市議会 

議会報告会・意見交換会 

 

次  第 

１ あいさつ 

２ 第１部 議会報告会 

議会の活動状況報告             

     ・各常任委員会[予算特別委員会各分科会] 及び 特別委員会の活動状況 

３ 第２部 意見交換会 

    出席議員及び参加者による意見交換 

 

ご来場の皆様へのお願い  

１ 会場の写真を広報用に撮影いたします。市議会だよりや市議会ホームページの広報に、ご参加 

の皆様が写った写真を使用する場合があります。どうぞご了承ください。 

２ 第１部 議会報告会に関するご質問につきましては、第２部の意見交換会の時間にて承ります。 

３ なるべく多くの皆様にご発言いただくため、発言の際は１回に１項目ずつ、１分程度にまとめ 

てお話いただきますようお願いします。なお、１度発言を終えた方も、他にご発言される方がい 

らっしゃらない場合は、再度ご発言いただけます。 

 

福 島 市 議 会 

前回の議会報告会の様子 

4842
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平成 29 年 12 月定例会議の日程 

１２月 １日（金） 本 会 議 

           特別委員会 

 １２月１４日（木） 本 会 議 

 １２月１９日（火） 本 会 議 

 １２月２０日（水） 本 会 議 

 １２月２１日（木） 本 会 議 

 １２月２２日（金） 常任委員会 

 １２月２３日（土） 常任委員会 

 １２月２５日（月） 常任委員会 

 １２月２７日（水） 本 会 議 

平成 30 年３月定例会議の日程 

３月 １日（木）  本 会 議 

３月 ７日（水）  本  会  議 

３月 ８日（木）  本  会  議 

３月 ９日（金）  本  会  議 

３月１２日（月）  本  会  議 

３月１３日（火） 本 会 議 

３月１４日（水） 本 会 議 

３月１５日（木） 本 会 議 

予算特別委員会（全体会） 

３月１６日（金）  常任委員会 

予算特別委員会（分科会） 

３月１９日（月）  常任委員会 

予算特別委員会（分科会） 

３月２０日（火）  常任委員会 

予算特別委員会（分科会） 

３月２２日（木）  常任委員会 

予算特別委員会（分科会） 

３月２３日（金） 

 予算特別委員会（全体会） 

３月２７日（火）  本 会 議 

平成 30 年１月 25 日緊急会議 

１月２５日（木） 本 会 議 



 

　　　　 （平成２９年１２月１４日提出）

1 議案第104号

2 議案第105号

3 議案第106号

4 議案第107号

5 議案第108号

6 議案第109号

7 議案第110号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

8 議案第111号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

9 議案第112号

【条例の主な内容】

(1)

①

（平成３０年４月１日から施行）

10 議案第113号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

平成２９年度福島市国民健康保険事業費特別会計補正予算 原案可決

平成２９年度福島市介護保険事業費特別会計補正予算 原案可決

平成２９年度福島市工業団地整備事業費特別会計補正予算 原案可決

福島市社会福祉審議会条例制定の件

原案可決福島市民生委員の定数を定める条例制定の件

福島市保護施設等の設備及び運営に関する基準を定める条例制定の件

平成２９年１２月市議会定例会議提出議案（市長提出議案）

原案可決

原案可決

原案可決

原案可決

原案可決

平成２９年度福島市一般会計補正予算

平成２９年度福島市水道事業会計補正予算

平成２９年度福島市下水道事業会計補正予算

福島市外部監査契約に基づく監査に関する条例制定の件

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

援助団体等について規定

個別外部監査契約の対象となる監査の種類について規定

中核市に義務付けられる包括外部監査の実施にあたり、監査対象にできる財政

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

所掌事務、委員の任期、設置する専門分科会等、必要な事項を規定

に地域福祉、高齢者福祉の２つの専門分科会を設置

社会福祉法に基づき設置する地方社会福祉審議会の組織及び運営に関して、

民生委員審査専門分科会等、５つの専門分科会を設置するにあたり、市独自

中核市及び人口１０万人以上の市の基準を参酌して規定　

・民生委員・児童委員の定数　５８６人

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

民生委員法の規定に基づき、民生委員の定数を規定

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

生活保護法の規定に基づき、生活保護を実施するために設置される救護施設、

原案可決

更生施設、授産施設等の保護施設の設備及び運営に関する基準を規定
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11 議案第114号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

12 議案第115号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

13 議案第116号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

14 議案第117号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の規定に基づ

き、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流等を行う施設であ

る地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を規定

利用者の保護を図るため、運営規程の基準に個人情報の取扱いに関する事項を規定

福島市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等 原案可決

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の規定に基づ

き、居宅介護や自立訓練等の施設を必要とする障害福祉サービス事業の設備

福島市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に

福島市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定め

福島市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定め

き、居宅介護や自立訓練等の障害福祉サービスについて、介護給付費及び訓

練等給付費等を市から受給できる指定障害福祉サービス事業等の人員、設備

及び運営に関する基準を規定

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の規定に基づ

原案可決

関する基準等を定める条例 制定の件

及び運営に関する基準を規定

利用者の保護を図るため、運営規程の基準に個人情報の取扱いに関する事項

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

を定める条例制定の件

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の規定に基づ

き、夜間に施設入所支援を行うとともに、昼間に生活介護、自立訓練等を行

利用者の保護を図るため、運営規程の基準に個人情報の取扱いに関する事項

を規定

る条例制定の件

利用者の保護を図るため、運営規程の基準に個人情報の取扱いに関する事項

を規定

る条例制定の件

きる施設障害福祉サービスを提供する指定障害者支援施設の人員、設備及び　

う障害者支援施設について、介護給付費又は訓練等給付費等を市から受給で

運営に関する基準を規定　

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

原案可決

原案可決

を規定
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15 議案第118号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

16 議案第119号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

17 議案第120号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

18 議案第121号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

19 議案第122号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

児童福祉法の規定に基づき、小児慢性特定疾病の医療費支給認定等を行う審

査会を設置するにあたり、審査会の組織及び運営について規定　　

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の

規定に基づき、幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を規定　　

福島市小児慢性特定疾病審査会条例制定の件 原案可決

児童福祉法の規定に基づき、保育所等の児童福祉施設の設備及び運営に関す

る基準を規定

利用者の保護を図るため、運営規程の基準に個人情報の取扱いに関する事項

を規定

運営に関する基準を定める条例制定の件

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の規定に基づ

き、夜間に施設入所支援を行い、昼間に生活介護、自立訓練等を行う障害者

支援施設の設備及び運営に関する基準を規定

利用者の保護を図るため、運営規程の基準に個人情報の取扱いに関する事項

を規定

制定の件

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

原案可決

原案可決

原案可決福島市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

を規定

制定の件

福島市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 原案可決

福島市福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例制定の件

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の規定に基づ

き、住居を求めている障がい者に低額な料金で居室その他の設備を提供する

福島市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び

とともに、日常生活に必要な支援を行う福祉ホームの設備及び運営に関する

基準を規定

利用者の保護を図るため、運営規程の基準に個人情報の取扱いに関する事項

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。
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20 議案第123号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

21 議案第124号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

22 議案第125号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

23 議案第126号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

利用者の保護と虐待の防止のため、運営規程の基準に個人情報の取扱い及び

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

虐待防止に関する事項を規定

る基準を規定

福島市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する 原案可決

基準等を定める条例制定の件

介護保険法の規定に基づき、居宅介護サービス計画等により、要介護認定者

が可能な限り居宅において日常生活を営むことができるよう援助を行う、訪

問介護等の指定居宅サービス等について、事業の人員、設備及び運営に関す

老人福祉法の規定に基づき、身寄りがなく、自宅で自立した生活が困難な方

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

が入所し、日常生活上の介護等を受けることができる、軽費老人ホームの設

備及び運営に関する基準を規定

利用者の保護と虐待の防止のため、運営規程の基準に個人情報の取扱い及び

虐待防止に関する事項を規定

虐待防止に関する事項を規定

備及び運営に関する基準を規定

虐待防止に関する事項を規定

福島市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 原案可決

制定の件

老人福祉法の規定に基づき、常時介護が必要で、在宅生活が困難な方が入所

し、日常生活上の介護等を受けることができる特別養護老人ホームの設備及　

び運営に関する基準を規定

利用者の保護と虐待の防止のため、運営規程の基準に個人情報の取扱い及び

福島市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 原案可決

福島市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める 原案可決

制定の件

老人福祉法の規定に基づき、環境上の理由及び経済的な理由等により自宅で

生活が困難な方が入所し、食事や日常生活の支援を行う養護老人ホームの設

利用者の保護と虐待の防止のため、運営規程の基準に個人情報の取扱い及び

条例制定の件
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24 議案第127号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

25 議案第128号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

26 議案第129号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

27 議案第130号

【条例の主な内容】

(1)

活を営むことができるようにし、居宅における生活への復帰を目指す介護老

人保健施設について、人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を規定

利用者の保護と虐待の防止のため、運営規程の基準に個人情報の取扱い及び

虐待防止に関する事項を規定

福島市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関す 原案可決

る基準を定める条例制定の件

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

等を定める条例制定の件

介護保険法の規定に基づき、自宅では介護が困難な方が入所し、日常生活上

の介護等を受けることができる指定介護老人福祉施設について、人員、設備

及び運営に関する基準を規定

介護保険法の規定に基づき、入所者がその有する能力に応じ自立した日常生

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

事業について、人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を規定

利用者の保護と虐待の防止のため、運営規程の基準に個人情報の取扱い及び

虐待防止に関する事項を規定

支援の方法に関する基準等を定める条例制定の件

福島市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準 原案可決

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

福島市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並 原案可決

びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な

介護保険法の規定に基づき、要支援認定者が可能な限り居宅において自立し

た日常生活を営むことができるよう支援等を行う指定介護予防サービス等の

介護保険法の規定に基づき、要介護認定者が可能な限り居宅において自立し

た日常生活を営むことができるよう、適切なサービス等を確保する居宅サー

ビス計画を作成するとともに、サービス事業者等との連絡調整を行う指定居

宅介護支援等の事業について、人員及び運営に関する基準を規定

利用者の保護と虐待の防止のため、運営規程の基準に個人情報の取扱い及び

虐待防止に関する事項を規定

福島市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等 原案可決

を定める条例制定の件

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

7



(2)

（平成３０年４月１日から施行）

28 議案第131号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

29 議案第132号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

30 議案第133号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

31 議案第134号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

32 議案第135号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

旅館業法の規定に基づき、宿泊料を受けて人を宿泊させるホテル営業、旅館

営業等の旅館業について、旅館の構造設備や衛生措置の基準等、法の施行に

関し、必要な事項を規定

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

興行場法の規定に基づき、映画、演劇等、公衆に見せ、又は聞かせる施設で

ある興行場について、施設の構造設備や衛生措置の基準等、法の施行に関し、

必要な事項を規定

福島市旅館業法施行条例制定の件 原案可決

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の規定に基づき、

就業制限、入院勧告等を審議する感染症診査協議会の設置について、組織及

び運営に関し、必要な事項を規定　

福島市興行場法施行条例制定の件 原案可決

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

組織及び運営に関し、必要な事項を規定

福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例制定の件 原案可決

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定する廃棄物の排出抑制や再利用の

促進等における市等の責務、集積所からの持去りの禁止等について規定

中核市への移行により、新たに行う廃棄物処理に関する許可、自動車リサイ

クルに関する引取業者の登録等に関する手数料等を規定

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、所要の改正を行う。

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

地域保健法の規定に基づき、保健所の名称、位置、所管区域及び手数料等必

要な事項を規定

地域保健対策や保健所運営等を審議する保健所運営協議会の設置について、

福島市感染症診査協議会条例制定の件 原案可決

利用者の保護と虐待の防止のため、運営規程の基準に個人情報の取扱い及び

虐待防止に関する事項を規定

福島市保健所条例制定の件 原案可決
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33 議案第136号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

34 議案第137号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

35 議案第138号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

36 議案第139号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

37 議案第140号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

38 議案第141号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

項を規定

し、必要な事項を規定

関し、必要な事項を規定

の施行に関し、必要な事項を規定

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

福島市と畜場法施行条例制定の件 原案可決

と畜場法の規定に基づき、食用目的に牛、豚等をとさつし、又は解体すると

畜場について、一般と畜場の構造基準等、法の施行に関し、必要な事項を規定

クリーニング業について、クリーニング所の衛生措置の基準等、法の施行に

福島市食品衛生法施行条例制定の件 原案可決

食品衛生法の規定に基づき、食品の営業施設から収去した食品等を検査する

保健所の食品衛生検査施設の設備や食品の営業施設の衛生措置の基準等、法

美容師法の規定に基づき、パーマネントウエーブ、結髪等の方法により容姿

を美しくする美容の業について、美容所の衛生措置の基準等、法の施行に関

福島市クリーニング業法施行条例制定の件 原案可決

クリーニング業法の規定に基づき、溶液や洗剤を使用し、衣類等を洗濯する

福島市美容師法施行条例制定の件 原案可決

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

公衆浴場法の規定に基づき、公衆浴場について、配置基準や衛生・風紀措置

の基準等、法の施行に関し、必要な事項を規定

福島市理容師法施行条例制定の件 原案可決

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

福島市公衆浴場法施行条例制定の件 原案可決

理容師法の規定に基づき、頭髪の刈込、顔そり等の方法により容姿を整える

理容の業について、理容所の衛生措置の基準等、法の施行に関し、必要な事
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39 議案第142号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

40 議案第143号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

41 議案第144号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

42 議案第145号

【主な改正内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

43 議案第146号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

44 議案第147号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

都市計画法の規定に基づき、市街化を促進するおそれがなく、かつ、市街化

区域内で行うことが困難又は著しく不適当と認めるものの、例外的な立地上

事項を規定

要な事項を規定

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、所要の改正を行う。

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

浄化槽法の規定に基づき、浄化槽の保守点検を業とする者について、登録制

度を設けるため、必要な事項を規定

福島市開発審査会条例制定の件 原案可決

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

の基準の要件適合性について審査する開発審査会の組織及び運営に関し、必

福島市給水施設等条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

建築物における衛生的環境の確保に関する法律の規定に基づき、新たに市長

へ届出が義務付けられるようになる床面積3,000㎡以上の興行場、百貨店等

福島市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例制定の件 原案可決

の特定建築物の給水施設等について、手続の整合性を図るため、適用除外の

規定を追加

うとともに、容器の基準や遵守事項等について、魚介類行商に関し、必要な

亡獣畜取扱場の区域の変更等、法の施行に関し、必要な事項を規定

医療法の規定に基づき、専属の薬剤師を置かなくてはならない診療所等、法

の施行に関し、必要な事項を規定

福島市魚介類行商人の登録に関する条例制定の件 原案可決

食品衛生上の危害を防止するため、魚介類行商を営もうとする者の登録を行

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

化製場等に関する法律の規定に基づき、死亡獣畜を解体し、埋却し、又は焼

却するための施設である死亡獣畜取扱場について、死亡獣畜の埋却を行う死

福島市医療法施行条例制定の件 原案可決

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

福島市化製場等に関する法律施行条例制定の件 原案可決
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45 議案第148号

【条例の主な内容】

(1)

（平成３０年４月１日から施行）

46 議案第149号

【主な改正内容】

(1)

①

②

(2)

①

（公布の日から施行）

47 議案第150号

【主な改正内容】

(1)

①

②

③

（平成３０年４月１日施行）

48 議案第151号

【主な改正内容】

(1)

①

②

③

④

　（平成３０年４月１日から施行）

する条例制定の件

福島市屋外広告物条例制定の件

福島市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の 原案可決

一部を改正する条例制定の件

個人番号を利用する事務を追加する等のため、所要の改正を行う。

独自利用事務の追加

小児慢性特定疾患児童日常生活用具給付事業による生活用具の給付に関

特定不妊治療費助成事業による不妊治療に要する費用の助成に関する事務

私立幼稚園就園奨励費補助金交付事業による補助金の交付に関する事務

する事務

福島市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

中核市移行により移譲される事務に従事する職員に、特殊勤務手当を支給するた

改正及び新設する手当

め、所要の改正を行う。

防疫作業作業手当　　　　日額  350円

環境衛生検査等作業手当　日額  350円

野犬捕獲作業手当　　　　日額1,100円(補助作業については日額350円）

有害物等取扱手当　　　　日額  290円

要配慮個人情報の定義を新たに追加（福島市個人情報保護条例のみ改正）

人種、信条、社会的身分、病歴等、その他本人に対する不当な差別、偏

見等が生じないようにその取扱いに特に配慮を要する個人情報を要配慮

の表示等を制限する特別規制地域等の設定、屋外広告業の登録の基準等、必

福島市個人情報保護条例及び福島市情報公開条例の一部を改正 原案可決

個人情報の定義等の見直し

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律及び行政機関の保有する情報の

公開に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

生体認証、被保険者証の記号・番号等による個人識別符号の定義の追加

要な事項を規定

原案可決

屋外広告物法の規定に基づき、良好な景観又は風致を維持するため、広告物

中核市への移行に伴い、移譲事務等を実施するため、条例を設ける。

電磁的記録、音声等による記述等の定義の追加

個人情報として定義に追加
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49 議案第152号

【主な改正内容】

(1)

①

(2)

①

(3)

①

(4)

①

　（平成３０年４月１日から施行）

50 議案第153号

【主な改正内容】

(1)

①

(2)

①

　（公布の日から施行）

51 議案第154号

【条例の主な改正内容】

(1)

(2)

(3)

(4) 使用料　

（公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行）

福島市手数料条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

毒物及び劇物取締法関係の手数料の追加

毒物劇物販売業登録申請手数料　１件につき　16,000円　等

手数料の追加

原案可決

中核市への移行に伴う移譲事務のうち、保健所において行う事務に関する手数料

を定めるため、所要の改正を行う。

狂犬病予防法関係の手数料の追加

抑留犬の飼養管理手数料　１頭１日につき　600円　等

温泉法関係の手数料の追加

温泉利用許可申請手数料　１件につき　32,400円　等

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律関係の

薬局開設許可申請手数料　１件につき　32,000円　等

福島市土湯地区温泉施設設置条例制定の件

名称及び位置　中之湯　福島市土湯温泉町字下ノ町５番地

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化 原案可決

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の

一部改正に伴い、所要の改正を行う。

法律の改正に伴い、条例の名称等の改正

名称中、「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活

に関する法律第１０条第１項の規定に基づく準則を定める条例の

土湯地区に温泉施設を設置するため、条例を設ける。

工場立地特例対象区域の追加

福島大笹生ＩＣ周辺地区を乙種区域（工業地域、工業専用地域）として

緑地面積率及び環境施設面積率を緩和する。

性化に関する法律第１０条第１項」を「地域経済牽引事業の促進による

地域の経済発展の基盤強化に関する法律第９条第１項」に改める。　　

一部を改正する条例制定の件

開館時間　　　午前９時から午後９時

休館日　　　　毎週火曜日
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52 議案第155号

【主な改正内容】

(1)

　（平成３０年４月１日から施行）

53 議案第156号

【条例の主な内容】

(1)

(2)

(3)

　（平成３０年４月１日から施行）

54 議案第157号

【主な改正内容】

(1)

　（公布の日から施行）

55 議案第158号

【主な改正内容】

(1)

　（平成３０年４月１日から施行）

56 議案第159号

57 議案第160号

58 議案第161号

59 議案第162号

60 議案第163号

(1)

福島市公設地方卸売市場条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

(1)のうち建築物及び工作物の新築、改築等の行為を、法に基づき、変更その他

公設地方卸売市場の使用料の特例期間を延長する等のため、所要の改正を行う。

市場使用料の特例の期間を、平成３０年３月３１日から平成３４年３月３１

日まで延長

景観計画区域内の建築物の新築、改築等の行為を行う場合の高さ及び面積の　　 　　

適用除外を規定　

福島市景観条例制定の件 原案可決

景観を生かしたまちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、所

建築物、工作物、開発行為等の一定規模を超える「届出対象行為」について、

急を要するので、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき市長が専決処分を

要の改正を行う。

特に重点的かつ先導的に取り組む必要があると認める地区を「景観重点地区」

必要な措置をとるよう命令を行うことができる「特定届出対象行為」として規定

として指定できる旨を引き続き規定

市営住宅に係る滞納家賃等の支払いに関して、調停を申し立てる。

福島市水道条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

給水区域の拡張に伴い、所要の改正を行う。

福島市営住宅等条例及び福島市子育て定住支援賃貸住宅条例の 原案可決

公営住宅法等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

認知症である者等の収入申告の免除規定の追加

立子山地区の給水区域に井戸沢の一部を追加

民事調停申立ての件 原案可決

一部を改正する条例制定の件

字の区域の変更の件 原案可決

大波の一部の地区における地籍調査の実施に関連して、字の区域の適正化を図る

ため、字の区域の変更を行う。

一般廃棄物最終処分場整備事業用地を取得する。

専決処分承認の件 専決承認

市道路線の認定の件 原案可決

一般公共の用に供するため17路線を認定する。

財産取得の件 原案可決

したものについて、承認を求める。

平成２９年度福島市一般会計補正予算 （専決第１６号）
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　　　　 （平成２９年１２月２１日提出）

1 議案第164号

2 議案第165号

3 議案第166号

4 議案第167号

5 議案第168号

6 議案第169号

7 議案第170号

8 議案第171号

9 議案第172号

(1)

 （公布の日から施行し、平成２９年１２月１日から適用）

10 議案第173号

(1)

 （公布の日から施行し、平成２９年１２月１日から適用）

11 議案第174号

(1) 給料・・・福島県に準拠し、平均給料月額を0.08％引き上げ

(2) 期末勤勉手当・・・12月期勤勉手当を0.1月分引き上げ

「0.85月」→「0.95月」（0.1月増）

 (1)（公布の日から施行し、平成２９年４月１日から適用）　

 (2)（公布の日から施行し、平成２９年１２月１日から適用）　

　　　　 （平成２９年１２月２７日提出）

1 議案第175号

2 議案第176号

3 議案第177号

4 議案第178号

福島大笹生ＩＣ周辺地区工業団地（仮称）整備事業等用地を取得する。

職員の給料及び勤勉手当を改定するため、所要の改正を行う。

原案同意

原案同意

原案同意

原案可決

教育委員会委員任命の件

財産区管理委員選任の件（土湯温泉町財産区）

人権擁護委員候補者推薦の件

財産取得の件

平成２９年１２月市議会定例会議提出議案（市長提出議案、追加分）

平成２９年度福島市一般会計補正予算 原案可決

原案可決

平成２９年度福島市国民健康保険事業費特別会計補正予算 原案可決

平成２９年度福島市下水道事業会計補正予算 原案可決

平成２９年度福島市水道事業会計補正予算

平成２９年度福島市飯坂町財産区特別会計補正予算 原案可決

原案可決

平成２９年度福島市公設地方卸売市場事業費特別会計補正予算 原案可決

議員の期末手当を改定するため、所要の改正を行う。

期末手当・・・12月期期末手当を0.05月分引き上げ

「1.7月」→「1.75月」（0.05月増）

市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例制定の件

原案可決

原案可決

平成２９年度福島市後期高齢者医療事業費特別会計補正予算

議会議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例制定の件

平成２９年度福島市介護保険事業費特別会計補正予算

原案可決

市長等の期末手当を改定するため、所要の改正を行う。

期末手当・・・12月期期末手当を0.05月分引き上げ

「1.65月」→「1.7月」（0.05月増）

福島市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定の件

原案可決
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15



 

　　　　 （平成３０年１月２５日提出）

1 議案第１号

2 議案第２号

【主な改正内容】

(1)

① 政策調整部　…　政策の企画・調整機能の強化を図るため、

「政策調整部」を新設。

(2)

① 市長公室　　…　政策調整部へ事務を移管する。

　（平成３０年４月１日から施行）

平成３０年１月２５日市議会緊急会議提出議案（市長提出議案）

新設の部

廃止の部

平成２９年度福島市一般会計補正予算 原案可決

平 成 ３０ 年 １ 月 補 正 予 算　  説 明 資 料

福島市部設置条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

行政組織機構の改正を行うため、所要の改正を行う。
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　　　　 （平成３０年３月１日提出）

1 議案第3号

2 議案第4号

3 議案第5号

4 議案第6号

5 議案第7号

6 議案第8号

7 議案第9号

8 議案第10号

9 議案第11号

10 議案第12号

11 議案第13号

12 議案第14号

13 議案第15号

14 議案第16号

15 議案第17号

【改正内容】

(1)

① 市長 支給月額　１，０４７，６００円　→　９９５，３００円　（５％の減額）

② 副市長 支給月額　　　８６５，７００円　→　８３９，８００円　（３％の減額）

③ 水道事業管理者・教育長

④ 常勤監査委員

（平成３０年４月１日から施行）

16 議案第18号

平成３０年度福島市公設地方卸売市場事業費特別会計予算

平成３０年度福島市土地区画整理事業費特別会計予算

平成３０年度福島市介護保険事業費特別会計予算

平成３０年度福島市庁舎整備基金運用特別会計予算

平成３０年３月市議会定例会議提出議案（市長提出議案）

平成３０年度福島市一般会計予算 原案可決

平成３０年度福島市水道事業会計予算

平成３０年度福島市下水道事業会計予算

平成３０年度福島市農業集落排水事業会計予算

平成３０年度福島市工業団地整備事業費特別会計予算

平成３０年度福島市母子父子寡婦福祉資金貸付事業費特別会計予算

原案可決

原案可決

原案可決

原案可決

原案可決

原案可決

平成３０年度福島市国民健康保険事業費特別会計予算

平成３０年度福島市飯坂町財産区特別会計予算

原案可決

原案可決

原案可決

原案可決

原案可決

原案可決

平成３０年度福島市後期高齢者医療事業費特別会計予算

平成３０年度福島市青木財産区特別会計予算

原案可決

市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

市長等の給料を減額するため、所要の改正を行う。

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの１年間、市長等の特別

職の給料を減額する。

支給月額　　　７８３，３００円　→　７６７，７００円　（２％の減額）

支給月額　　　６５４，３００円　→　６４１，３００円　（２％の減額）

福島市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例制定の件 原案可決

職員の給料を減額するため、所要の改正を行う。
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【改正内容】

・

（平成３０年４月１日から施行）

17 議案第19号

【改正内容】

(1)

(2)

① 市長 46.6/100　→　45.0/100

② 副市長 29.7/100  →  28.7/100

③ 水道事業管理者・教育長 21.2/100  →  20.5/100

④ 常勤監査委員 18.7/100  →  18.1/100

（平成３０年４月１日から施行）

18 議案第20号

【改正内容】

(1)

① 設置の許可の申請に対する審査

・ 準特定屋外タンク貯蔵所　 ５３万円　→　５７万円

・

８３万円　→　８８万円

・

１０１万円　→　１０７万円

(2)

・

(3)

・

（平成３０年４月１日から施行。ただし（２）については公布の日から施行）

19 議案第21号

【改正内容】

(1)

(2)

(3)

（平成３０年４月１日から施行）

事業に「特別支援教育並びに就学相談及び就学支援に関すること。」

追加

を追加

教育実践センターの名称及び事業内容を見直すため、所要の改正を行う。

名称を福島市教育実践センターから福島市総合教育センターに変更

土壌汚染対策法関係

汚染土壌処理業の「譲渡及び譲受」、「合併又は分割」、「相続」の

承認申請の事務処理に係る手数料を追加

建築基準法関係

建築基準法の一部改正に伴う条例中で引用する条項の改正

福島市教育実践センター条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

引き下げ

福島市手数料条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

地方公共団体の手数料の標準に関する政令等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

消防法関係

設置の目的に「教育相談、特別支援教育、就学相談及び就学支援」を

特定屋外タンク貯蔵所（危険物の貯蔵最大数量が1,000キロリットル以上

5,000キロリットル未満のもの）

特定屋外タンク貯蔵所（危険物の貯蔵最大数量が5,000キロリットル以上

10,000キロリットル未満のもの）

福島市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例制定の件 原案可決

特別職の退職手当の支給率を一般職員に合わせて、下記のとおり引き下げ

管理監督の地位にある職員の月例給を平成３０年４月１日から平成３１年

３月３１日までの１年間１％削減する。

市長等の特別職及び一般職員の退職手当を減額するため、所要の改正を行う。

退職手当の基本額の算定に用いる「調整率」を100分の87から100分の83.7に
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20 議案第22号

【条例の主な内容】

(1) 名称及び位置 福島市体育館・武道場　福島市霞町８８番ほか

(2) 開館時間　 午前９時から午後９時

(3) 休館日　　 １２月２８日から翌年１月４日まで

(4) 使用料　

（公布の日から起算して８月を超えない範囲内において規則で定める日から施行）

21 議案第23号

【改正内容】

・ 福島市渡利地区体育館の廃止のため、名称及び位置を削除

（平成３０年４月１日から施行）

22 議案第24号

【条例の主な内容】

(1) 用地取得助成金

① 工業団地に立地する場合 ５０％

② 民有地に立地する場合 ５％

(2) 操業奨励助成金　

(3) 雇用奨励助成金

(4) 転入支援助成金

(5)

① 用地取得助成金（工業団地） ５０％　→　７０％

用地取得助成金（民有地）　   ５％　→　１０％

② 操業奨励助成金　 ３年間　→　５年間

③ 雇用奨励助成金 ３年間　→　５年間

④ オフィス等賃借助成金

 （平成３０年４月１日から施行）

建物の賃借料の５０％（研究開発機能又は本社・支社機能を設置する場合）

企業立地を促進するため、条例を設ける。

固定資産税相当額（３年間）

常用雇用者１人につき１年あたり　３０万円（３年間）

転入常用雇用者１人につき　２０万円

特定集積産業（医療・福祉関連、健康器具関連、健康食品及び農産物加工

関連企業）の指定及び支援の拡充

福島市地区体育施設条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

渡利学習センター整備事業に伴い、福島市渡利地区体育館を廃止するため、所要

の改正を行う。

福島市企業立地促進条例制定の件 原案可決

福島市体育館・武道場条例制定の件 原案可決

福島市体育館・武道場を設置するため、条例を設ける。
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23 議案第25号

【改正内容】

(1)

①

②

③

④

⑤

（平成３０年４月１日から施行）

24 議案第26号

【改正内容】

・

（福島市土湯地区温泉施設条例及び福島市体育館・武道場条例の施行の日から施行）

25 議案第27号

【改正内容】

・

 （平成３０年４月１日から施行）

26 議案第28号

【改正内容】

・

 （平成３０年４月１日から施行）

27 議案第29号

関する基準を定める条例等の一部を改正する条例制定の件

介護保険法等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部

改正に伴い、所要の改正を行う。

法律の一部改正に伴う条例中で引用する条項の改正

福島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 原案可決

福島市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に 原案可決

職場への定着を促進するため、就職した日から６月以上支援を継続する

よう、就労定着支援に係る事業者の努力義務を追加

利用者が自ら通勤できるよう、通勤訓練に係る事業者の実施義務を追加

福島市障がい者の利用に係る公の施設の使用料等の免除に関する 原案可決

福島市重度心身障がい者医療費の助成に関する条例の一部を改正 原案可決

する条例制定の件

基準を定める条例の一部を改正する条例制定の件

条例の一部を改正する条例制定の件

公の施設を利用する障がい者の使用料を免除するため、所要の改正を行う。

中之湯及び福島市体育館・武道場の利用に係る障がい者の使用料に

ついて免除する規定を追加

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部改正に伴い、

法律の一部改正に伴う条例中で引用する条項の改正

所要の改正を行う。

基準等を定める条例　ほか２条例

共生型サービスの新設に伴い、共生型居宅介護、共生型生活介護、共生

型短期入所等について、人員・設備及び運営に関する基準を追加

指定就労定着支援の新設に伴い、人員・設備・運営に関する基準を追加

指定障害児入所施設等の指定を受けることで指定障害者支援施設の基準

を満たしているとみなされる特例を廃止

福島市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に 原案可決

関する基準等を定める条例等の一部を改正する条例制定の件

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部改正に

福島市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する

伴い、所要の改正を行う。
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【改正内容】

(1)

①

②

③

④

 （平成３０年４月１日から施行）

28 議案第30号

【改正内容】

・

 （平成３０年４月１日から施行）

29 議案第31号

【改正内容】

・

 （平成３０年４月１日から施行）

30 議案第32号

【改正内容】

(1)

(2)

 （平成３０年４月１日から施行）

31 議案第33号

を定める条例制定の件

介護保険法の一部改正に伴い、介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関

する基準を定めるため、条例を設ける。

保険料率の見直しにより、第１号被保険者の負担が基準月額比２００円の増

計所得金額から、長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額並びに公

的年金等に係る雑所得を控除した額を用いるための規定を追加

第１号被保険者の介護保険料の段階の判定に関する基準について、現行の合

福島市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準 原案可決

平成３０年４月１日施行の国保制度改革に伴い、都道府県が財政運営の責任

主体となり、国民健康保険税の課税目的が変更となることから、基礎課税額

等の規定に国民健康保険事業費納付金を追加

福島市介護保険条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

保険料率の見直し及び介護保険法等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

主体となり、国民健康保険税の課税目的が変更となることから、国民健康保

険財政調整基金の設置目的を改正

福島市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

平成３０年４月１日施行の国保制度改革に伴い、都道府県が財政運営の責任

地方税法等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

福島市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

居宅介護支援事業所が利用者とケアプラン作成に係る契約を締結するに

あたり、複数の事業所の紹介を求めることが可能である旨の説明を義務

付ける規定を追加

国民健康保険法の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３ヵ月に１回以上開催

し、介護職員等に周知徹底を図るとする規定を追加

身体的拘束等のさらなる適正化を図る観点から、処遇の基準に、身体的

訪問介護事業者は、居宅介護支援事業所のケアマネジャーに対して、自

身の事業所のサービス利用に係る不当な働きかけを行ってはならないと

する規定を追加

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例　ほか１０条例

共生型サービスの新設に伴い、共生型訪問介護、共生型通所介護、共生

型短期入所生活介護等について、人員・設備・運営に関する基準を追加
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【条例の主な内容】

(1)

・

(2) 施設及び設備に関する基準

・

(3) 運営に関する基準(運営についての重要事項に関する規程）

① 施設の目的及び運営方針

② 従業者の職種、員数及び職務の内容

③ 入所定員

④ 個人情報の取扱いに関する事項

⑤ 虐待の防止のための措置に関する事項　等

 （平成３０年４月１日から施行）

32 議案第34号

【改正内容】

・

 （平成３０年４月１日から施行）

33 議案第35号

【改正内容】

(1)

る審査手数料の新設 ・・・・・・・１４７，０００円

(2)

の新設 ・・・・・・・１３４，０００円

(3)

 （平成３０年４月１日から施行）

34 議案第36号

【改正内容】

・

（平成３０年４月１９日から施行）

診療所の移転に伴い、所要の改正を行う。

位置　福島市森合町１０番１号　→　福島市上町５番６号

福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例 原案可決

の許可申請に対する審査手数料の変更

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく２以上の事業者による産業廃棄

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく２以上の事業者による産業廃棄

使用済自動車の再資源化等に関する法律に基づく破砕業の事業の範囲の変更

制定の件

物の収集、運搬又は処分を一体として実施する場合の特例の認定申請に対す

物の処理に係る特例認定に係る事項の変更の認定の申請に対する審査手数料

機能訓練室、食堂、浴室等

福島市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

・・・・・・・７５，０００円　→　６７，０００円

福島市夜間急病診療所条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

住所地特例を受けていた国民健康保険加入者が、７５歳到達等により後期高

齢者医療制度に加入する場合住所地特例が適用されなかったが、住所地特例

を適用するよう改正

療養室（定員4名以下入所者。1人当たりの床面積8㎡以上。）、診療室、

人員に関する基準

医師、薬剤師、看護師、介護職員、理学療法士、栄養士、介護支援専門

員等の員数
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35 議案第37号

【改正内容】

(1)

(2)

 （平成３０年６月１５日から施行）

36 議案第38号

【改正内容】

(1)

(2)

（平成３０年４月１日から施行）

37 議案第39号

【改正内容】

・

（平成３０年４月１日から施行）

38 議案第40号

【改正内容】

・

（平成３０年４月１日から施行）

福島市地区計画において定められる再開発等促進区地区整備計画区域 原案可決

建築基準法の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

法改正に伴い、条例別表第２で引用している別表第２の項を改正

内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例制定の件

福島市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

道路占用料の適正化を図るため、所要の改正を行う。

占用料の改定

ホテル営業、旅館営業、簡易宿所営業、下宿営業の施設の構造基準を見直し

福島市都市公園条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

都市公園法施行令の一部改正等に伴い、所要の改正を行う。

１つの都市公園に設ける運動施設の敷地面積の総計を当該都市公園の敷地面

福島市道路占用料徴収条例の一部改正に伴い、公園の占用許可の使用料の改正

積に対する割合の５０％とする。

福島市旅館業法施行条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

旅館業法等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

旅館及びホテルの営業の基準について、「旅館・ホテル営業」へ統合
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39 議案第41号

【改正内容】

(1) 契約の目的

(2) 契約の期間　

(3) 契約金額　

(4) 費用の支払方法

(5) 契約の相手方

40 議案第42号

41 議案第43号

42 議案第44号

43 議案第45号

44 議案第46号

45 議案第47号

46 議案第48号

47 議案第49号

【改正内容】

・

する規定を追加 （公布の日から施行）

48 議案第50号

【改正内容】

・

（公布の日から施行し、平成３０年１月１日から適用）

49 議案第51号

【改正内容】

・

いる者とする規定を追加 （公布の日から施行）

50 議案第52号

51 議案第53号

平成２９年度福島市一般会計補正予算 原案可決

原案可決

平成２９年度福島市国民健康保険事業費特別会計補正予算

地方税法施行規則の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

平成３０年度の包括外部監査契約を締結する。

包括外部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

１２，６８５，０００円を上限とする額

契約の定めるところによる。

福島市三河北町１６番３号　鈴木　和郎　

包括外部監査契約の件 原案可決

資格　公認会計士

法施行規則の一部改正に伴う条例中で引用する条項の改正

福島市地域包括支援センターの職員及び運営に関する基準を 原案可決

平成２９年度福島市水道事業会計補正予算 原案可決

平成２９年度福島市下水道事業会計補正予算 原案可決

原案可決

平成２９年度福島市後期高齢者医療事業費特別会計補正予算

福島市交通安全対策会議条例の一部を改正する条例制定の件 原案可決

福島市交通安全対策会議委員に関する基準を改定するため、所要の改正を行う。

委員の区分に、その他市長が必要と認め委嘱する者を加え、任期を２年と

福島市税条例の一部を改正する条例制定の件

原案可決

平成２９年度福島市庁舎整備基金運用特別会計補正予算 原案可決

原案可決

平成２９年度福島市工業団地整備事業費特別会計補正予算

介護保険法施行規則等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

主任介護支援専門員の資格要件について、５年ごとの更新研修を修了して

市道路線の認定及び廃止の件 原案可決

一般公共の用に供するため２９路線を認定するとともに、認定替等により８路線

定める条例の一部を改正する条例制定の件

を廃止する。

区域外路線の認定の承諾の件 原案可決

川俣町から協議のあった区域外道路路線を認定することについて、承諾する。
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52 議案第54号

　　　　 （平成３０年３月２７日提出）

1 議案第55号

2 議案第56号

3 議案第57号

4 議案第58号

5 議案第59号

監査委員選任の件 原案同意

固定資産評価審査委員会委員選任の件 原案同意

固定資産評価員選任の件 原案同意

副市長選任の件 原案同意

平成３０年３月市議会定例会議提出議案（市長提出議案、追加分）

副市長選任の件 原案同意

人権擁護委員候補者推薦の件 原案同意
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　　　　 （平成３０年３月２７日提出）

1 議案第60号

2 議案第61号

3 議案第62号

4 議案第63号

5 議案第64号

原案可決

予防接種に対する国の財政措置を求める意見書 原案可決

待機児童解消、保育士配置基準の見直しと処遇改善を求める 原案可決

平成３０年３月市議会定例会議提出議案（議会提出議案）

福島市議会委員会条例の一部を改正する条例制定の件

意見書

　国においては、予算を大幅に増額し、安心できる保育が実現されるよう、次の事項
について強く求める。
１　待機児童を解消し、地域の子供、子育て支援を拡充するために国として認可保
　　育所の整備計画を立て、保育所等整備交付金の増額などの支援の拡充と必要な
　　財政措置を行うこと
２　保育士の配置基準の改善、賃金の引き上げなど処遇改善のために必要な財源を
　　確保すること

福島県最低賃金の引き上げと早期発効を求める意見書 原案可決

政府において、次の事項を実現されるよう強く要望する。
１　福島県最低賃金については、政府が掲げる毎年年率三％程度を目途に引き上げ、
　　全国加重平均で１，０００円を目指すとの方針に沿った引き上げを図ること
２　福島県の復興促進、労働人口の流出に歯止めをかけることを踏まえ、上積みを
　　行う改正を図ること
３　中小・地場企業に対する支援策等を強化し、最低賃金の引き上げを行う環境を
　　整備すること
４　一般労働者の賃金引き上げ時期を踏まえ、福島県最低賃金の改定諮問時期を可
　　能な限り早め、早期発効に努めること

国において、次の措置を講じるよう強く求める。

１　ロタワクチン及びおたふくかぜワクチン接種に対し全額国の財政支援を講じる
　　こと
２　インフルエンザ予防接種に対する国の助成を拡充すること
３　各ワクチンが不足することの無いよう、安定供給に対する対策を講じること

福島大学食農学類（仮称）の設置、人材養成に係る財政支援を 原案可決

求める意見書

　福島大学は、平成３１年４月に食農学類（仮称）を開設すべく準備を進めている。
東北六県で唯一、農学系大学、学部がない本県にとって福島大学に食農学類が新設さ
れることは、高齢化や後継者不足など多くの問題を抱える本県農業にとって、その将
来を担う人材の育成や農業の中核的な担い手の確保のために重要である。また、東京
電力福島第一原子力発電所事故による放射能被害からの復興、本県産農水産物の風評
払拭のため長期的な視野に立ち、農業の質向上を目指す人材や地元に根ざした研究者
の育成のためにも重要である。
そのため福島市は、県北地域等の市町村とともに設置に係る財政支援を打ち出してい
る。
よって県においては、７０年近くの歴史と伝統があり、多くの有為な人材を輩出し本
県発展に大いに寄与している福島大学に食農学類が設置されるに当たり、その重要性
を重く受け止め、財政支援を行うことを強く要望する。
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